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疑義解釈資料の送付について（その１）

「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（平成26年厚生労働省告示第57

号）等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項

について」（平成26年３月５日保医発0305第３号）等により、平成26年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑義

照会資料を別添１から別添５のとおり取りまとめたので、改定説明会等にて回

答した事項と併せて、本事務連絡を確認の上、適切に運用頂くようお願いしま

す。



医科 - 2

（問４）Ａ000初診料の注４に「なお、妥結とは、取引価格が決定しているものを

いう。ただし、契約書等の遡及条項により、取引価格が遡及することが可能

な場合には未妥結とする。」とあるが、例えば、９月に妥結し、契約書の契

約期間が４月から９月までの場合には、４月に遡って清算することになるが、

これは「遡及に当てはまらない」ということでよいか。また、この「遡及す

ること」は、どのような場合に想定されるのか。

（答） ９月末日以降に４月～９月分の取引分に係る取引価格が変更にならないので

あれば、遡及に当てはまらない。「取引価格が遡及することが可能な場合には

未妥結とする」は、４月～９月分の取引分について９月末日までに一時的に妥

結をして取引価格を決め、10月以降に再度当該取引分についての取引価格を決

めなおすことが可能な場合を想定している。この場合は、未妥結となる。

【地域包括診療加算／地域包括診療料】

（問５）月初めに地域包括診療料を算定後、急性増悪した場合等に、月初めに遡っ

て地域包括診療料の算定を取り消し、出来高算定に戻すことは可能か。

（答） 可能である。

（問６）対象疾患を２つ以上有する患者が複数いる場合、地域包括診療料又は地域

包括診療加算を算定する患者と算定しない患者を分けることは可能か。

（答） 可能である。なお、地域包括診療料と地域包括診療加算の届出は医療機関単

位でどちらか一方しか出来ないことに留意されたい。

（問７）地域包括診療料又は地域包括診療加算を算定する患者ごとに院内処方と院

外処方に分けることはできるか。

（答） 可能である。

（問８）地域包括診療料又は地域包括診療加算を算定している保険医療機関におけ

るすべての患者が、７剤投与の減算規定の対象外となるのか。

（答） 地域包括診療料を算定している月、又は、地域包括診療加算を算定している

日に限り、当該点数を算定する患者に対して適用される。
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